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はじめに 

杉並区まちづくり条例が産声をあげて５年が経ちました。 

条例制定に際して設置された（前）懇談会においては「地方分権と環境の時

代への潮流」や「参画と協働のまちづくり」といったキーワードがあげられて

います。それらをバックボーンとして、杉並らしさを生かすまちづくり条例制

定に向けた提言が平成 14 年 9 月にまとめられました。 

提言を受けた条例は東京の区市では先駆的なものとして議決され、平成 15 年

４月に施行されて、運用が始まりました。 

施行後「成田西３丁目町づくりの会」や「久我山まちづくりの会」といった

まちづくり協議会が、条例に基づき認定され活動しています。一方、条例制定

時には想定できなかった、開発計画にかかわるまちづくり協議会の認定申請や

地区計画の原案の申出などもなされました。他方、条例に規定のある、まちづ

くりルールの登録実績はありませんでした。 

このたびの懇談会では、これまでの 5 年間の条例の施行状況の検証を踏まえ

るとともに、大規模開発に対する事前調整制度といった新たな制度の創設や、

都市計画法改正による都市計画提案制度などに対応する項目の検討も行いまし

た。 

その結果、懇談会では現行のまちづくり条例の大幅な見直しが必要であると

考え、検討を進めました。 

このような検討結果を懇談会の「中間のまとめ」としてとりまとめ、本年 8

月 11 日から 8 月 25 日まで区の窓口や公式ホームページで公表し、区民・区民

団体の皆様からご意見をいただきました。お寄せいただいたご意見を参考に懇

談会でさらに議論を重ね、今般、提言として懇談会報告をまとめました。 
今後は、区が本提言の趣旨をくみ取って改正案の作成を行うとともに、パブ

リックコメントを実施し区民意見を聴いた上で、区議会と区の努力によって、

より良いまちづくり条例に生まれ変わることを希望します。 
終わりになりましたが、公開ヒアリングや中間のまとめなどに対して意見を

寄せていただいた皆様方には改めて感謝申し上げます。 

 
 
 

平成 20 年 10 月 
杉並区まちづくり条例に関する懇談会 

会長 高見澤 邦郎 
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１ 検討の経過 

杉並区まちづくり条例は、平成15年4月1日に施行され今日に至っています。

条例では、附則第４項で「区長は、この条例の施行後五年を目途として、条例

の施行状況等を勘案し、この条例について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。」と書かれています。 

本懇談会は、この附則第４項の規定に基づき、条例の施行状況の検証及び検

討を行うため設置されました。 

懇談会は、区民 5名、学識経験者５名の 10 名で構成されています。検討の経

過は巻末資料のとおりですが、懇談会は 10 回、提言のたたき台をつくる起草委

員会は 7 回開催しました。また、その他メールでのやり取りなど多数の打合せ

を行いました。 

懇談会では、条例の施行状況の検証及び検討を行うため、条例創設前の平成

14 年 9 月に（前）懇談会から提言された「（仮称）杉並区まちづくり条例制定に

向けての提言」と、実際に施行された条例への反映状況などを確認するととも

に、まちづくり協議会の認定や支援の実績等も確認しました。また、他の区市

のまちづくり条例も参考にして検討を進めました。 

さらに、まちづくり活動を行っている団体などから意見を聴き、区民参画の

推進を図るとともに、条例の検証及び検討の参考とするため、第 3 回の懇談会

では「杉並区まちづくり条例に関する公開ヒアリング」を実施し、10 組の方に

意見を陳述していただきました。また、文書によるまちづくり条例に関する意

見も募集し、7通の提出がありました。 

本年８月には、「杉並区まちづくり条例に関する懇談会 中間のまとめ」を公

表し、それに対する意見を募集したところ、7通（募集開始前の 7月分 2通を含

む）の意見の提出がありました。これらの意見を参考にさらに議論を進め、「杉

並区まちづくり条例見直しに向けた提言」として、懇談会報告をとりまとめま

した。 

なお、公開ヒアリングの議事録や文書により募集した意見書は、区の公式ホ

ームページで公開しています。 
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２ 見直しの方針 

条例では、「区、区民及び事業者」の理念を定めましたが、この理念を反映し

たまちづくりの初期段階での制度（例えば、大規模開発等の構想段階からの情

報提供・周辺住民との協議など）が定められておらず、開発事業者とその周辺

住民との合意形成がスムーズに進まなかった例が見られました。 

また、まちづくり協議会の認定要件に曖昧さがあり、まちづくり専門部会等

からも要件を明確にするよう意見が出されました。 

このような運用状況を受け検討を進める中で、現在施行されているまちづく

り条例は、大幅な改正が求められているという認識で一致しました。 
 

懇談会等で出された意見や、それを基にした議論を「杉並区まちづくり条例

見直しに向けた提言」としてとりまとめるにあたって、見直しの方針として、

大きく次の三点が重要なことであると考えました。 

（１）まちづくり協議会にかかわる事項 
 まちづくりにかかわる団体には多様性があり、想定される活動のプロ

セスや活動成果のイメージを考えながら制度の設計をする必要があるこ

と。 
また、協議会の意義を確認し、協議会の認定要件などを整える必要が

あること。 
（２）大規模な民有地等の開発計画にかかわる事項 

これまでの中高層紛争予防条例などでは、事業者の計画がかなりの程

度かたまったもので住民説明会等が開かれ、周辺住民から計画に対する

変更要望などが出されても、なかなか調整が行なわれにくい状況にあり

ました。 
このような状況や、他区市の最近のまちづくり条例等を参考に、新た

な制度（事前周知や協議の仕組みなど）を取り込む必要があること。 
（３）第三者機関や区民のまちづくりへの支援にかかわる事項 

（１）及び（２）に関連した審議を行なう第三者機関のあり方やその

役割を考えておく必要があること。 
また、区民が取り組むまちづくりへの支援について、効果的な方法を

検討する必要があること。 
 

4) 
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３ 地区まちづくりの推進 

 ⑴ まちづくり団体の登録とタイプ別の協議会 

   まちづくり協議会については、現行のまちづくり条例にも規定がありま

すが、認定基準が不明瞭なこと、協議会として認定されると何ができるの

かがわかりにくいことから、区民にとって使いにくい制度であったと考え

られます。そこで、認定基準を明確にすることと、区民にとってまちづく

り協議会がわかりやすく、参加しやすいものとなるよう制度を整備する必

要があると考えました。 
まちづくりへの区民の取組みは、様々な状況で変化していくことが想定

されますが、ごく一般的な考え方として次のア～ウの段階を考えました(下

図)。 

ア まちづくりの芽を育む取組みとして、地域の住民間の交流を図りな

がら、地域の課題やまちの未来を考えるまちづくりへのきっかけとな

る取組み・活動の段階です。（現在の街づくり活動助成を受けている団

体は、この段階になります。） 

イ 自分の住む地域について何らかの考えが膨らんできた場合に、まち

づくりの団体（協議会の準備会など）を立ち上げ、区に登録という形

をとる段階です。登録の人数は少人数でもできるようにし、その他の

要件についても比較的緩めに設定することで、協議会結成につなげる

活動の推進を促します。 

ウ 活動が本格化し、団体が成熟・組織化してきたら、協議会の認定手

続に移る段階です。認定については、協議会の目標に応じてタイプ別

に分類し、それに係る認定基準も区別していくこととします。タイプ

は、テーマ実践型、市街地整備型、地区指定型の３つに大別します。 

なお、要件を満たしていたり十分な活動実績があるなどの場合、イやウ

の段階から始めることも可能です。 

イ の段階

ウ の段階

ア の段階 

強
い 

登
録
・
認
定
等
の
要
件
の
考
え
方 

時間の経過 

登 録

まちづく

りの発意

まちづくり構想づくりなど

認 定

●まちづくりの発意からまちづくり協議会の登録と認定のイメージ 
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 ⑵ タイプ別協議会 
①テーマ実践型まちづくり協議会 
  まちづくりにおける特定のテーマ（みどりの保全・バリアフリーなど）

の推進を図るために、具体的なまちづくり活動の実践を目標にした協議

会をいいます。特に活動区域を限定せず、区内全域で活動することも可

能とします。 
  なお、活動の目標を発展させるために、市街地整備に係る計画の提案

を行う場合には、下記②の市街地整備型まちづくり協議会として認定さ

れなければならないようにします。 
  また、実践していく中で、区に対して良好なまちづくりにつながる提

案があったときは、区は施策に反映するよう努めることが重要です。 
②市街地整備型まちづくり協議会 

良好な市街地整備を目指し、地区内における街並みのありかたや公共

施設・公益施設の整備、環境保全の方向性などを目的とした「まちづく

り構想」や、「まちづくりルール」（構想とルールの両者を「まちづくり

構想等」と称します。）を策定し、区に提案することを目標とした協議会

をいいます。 
区は、提案された「まちづくり構想等」を尊重しつつ、区の施策に置

き換えたまちづくり計画を策定し、住民説明会等を開催して意見聴取を

行います。まちづくり計画には、地区計画に関する事項が含まれる場合

もあります。 
③地区指定型まちづくり協議会 

区が、都市計画マスタープラン等の実現や、行政課題解決に向けてま

ちづくりが必要な地区を第三者機関の意見を聴いた上で指定し、地区住

民等に協議会への参加を呼びかけて組織される協議会をいいます。協議

会では「まちづくり構想等」を策定し、区に提案することになります。 
なお、まちづくり協議会のメンバーを募集しても、協議会の設立に結

び付かない場合も考えられますが、その場合は、区は懇談会や説明会な

ど他の方法で住民意向を把握しながら、「まちづくり構想等」の策定を進

めることになります。 
 
 ⑶ 協議会の認定 

上記①、②、③の認定要件は異なり、区民の権利義務の制限にあまり関

係しない①については比較的緩い基準で良いと考えます。 
②の場合、私権が制限される計画について協議していく可能性が高いた

5) 

6) 
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め、認定要件もそれなりに厳しくする必要があります。 
③の場合は、行政の施策実現を目標として結成される協議会であるため、

区としては認定を前提に設立を目指します。その場合でも、まちづくり条

例に基づいた協議会であることを明確に位置づけるために、①及び②と同

様に一定の手続を踏む必要があると考えます。 
なお、現行の条例で既に認定されている協議会については、上記①～③

の該当するタイプに当てはめ認定を継続することとします。 
   また、現行の条例では認定期限が設けられておらず、一旦認定されれば

何年でも認定協議会のままとなります。例えば、協議会のメンバーが大幅

に入れ替わるなど、認定当初に登録された内容と大きく変わってしまう場

合がありますので、協議会の進行管理の意味も含め、認定に年限を定め更

新制度を設ける必要があると考えます。 
ここで、｢まちづくり協議会｣というのは、まちづくり条例上の概念であ

り、条例で認定されれば「…の会」という名称の団体でも条例上のまちづ

くり協議会とします。 
認定の意義は、区からの支援が手厚くなることとともに、区に地区計画

等の申出や都市計画提案など（P7②の市街地整備型まちづくり協議会及び

P8③の地区指定型まちづくり協議会に限る。）ができるようになるというこ

とがあります。 
また、これまでのまちづくり条例では、1 地域にひとつの団体（まちづく

り協議会）という考え方で運用されてきました。見直しにあたっては、テ

ーマ実践型は同じ地域で複数団体が存在してもよいこととしますが、市街

地整備型及び地区指定型は原則として１地域１団体とします。実際の運用

に際しては、認定の段階で認定まちづくり協議会などの複数のまちづくり

活動が行われている地域の場合は、認定要件が整っていることに加えて、

双方の協議会などの意見を聞くとともに、第三者機関の意見をふまえて区

が判断する必要があります。 
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※1 ※2 

①テーマ実践型まちづくり協議会イメージフロー（案） 

まちづくり団体の登録の要件 

１．区民等の構成員の数 

２．他の区民等の参加の機会の保障 

３．設立目的が明確 

協議会認定の要件 

１．目的が条例に即している 

２．一定数以上の区民等で構成されて

いる 

３．他の区民等の参加の機会が保障

されている（認定後を含む。） 

４．会則、構成員名簿・役員名簿等が

整っている 

概要 杉並区のみどりの保全やバリアフリーの推進など特定の分野をテーマとして実践し、区

と協働してまちづくりを推進するための活動 

まちづくりの発意 

まちづくり団体(協

議会準備会など)の

登録 

協議会の認定申
請・認定 
（第三者機関の意見聴

取） 

まちづくりの実践 
（第三者機関への報告） 

 

区で必要に応じて支援 

テーマ型まちづくりの提案 

実践活動継続 

※1 一定数以上とは、例として 10 人以上

の区民等が考えられる。 

※2 区民等には、土地建物の所有権者

や、在勤・在学者及び事業者などが入ると

想定される。 

団体としての要件は特に設けない。 

十分な活動実績が

あるなどの場合 
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②市街地整備型まちづくり協議会イメージフロー（案） 

概要 市街地整備や都市環境向上のための、何らかのルールづくりを目的とした「まちづくり
構想等」の作成・提案につなげる活動 

まちづくりの発意 

まちづくり団体（協

議会準備会など）

の登録 

協議会の認定申
請・認定 
（第三者機関の意見聴

取） 

「まちづくり構想
等」の検討・区域
内区民等への説
明・意見聴取 

区への提案 

（第三者機関の審議） 

まちづくり団体の登録の要件 
１．まちづくりの対象区域内の区民の

構成員の数 
２．まちづくりのおおむねの想定区域

が決まっていて、区域設定に合理
性がある 

３．設立の目的が明確 
４．対象区域内の、他の区民等の参

加の機会の保障 

協議会認定の要件 

１．目的が条例に即している 

２．対象区域内の一定数以上の区民

等で、かつ、対象区域のおおむね

全体から区民等の参加がある 

３．対象区域面積が一定以上で、区域

設定に合理性がある 

４．対象区域内の、他の区民等の参

加の機会を保障（認定後を含む。） 

５．設立目的について、対象区域内区

民等に対しての十分な説明と意見

聴取の実施 

６．会則、区域を示す図面、構成員名

簿・役員名簿及び５．の十分な説

明と意見聴取を行っていることの

わかる書面等が整っている 

区のまちづくり計
画策定 
（説明会・意見聴取の
後、地区計画の原案作
成など） 

区への提案の要件 
１．都市計画に関する法令上の基準

に適合している 
２． 杉並区まちづくり基本方針（都市

計画マスタープラン）との関係性に
配慮している 

３．区域内区民等に十分な説明及び
意見聴取を行い、合意形成が図ら
れている 

※

※対象区域内の一定数以上の区民等

は、例として 20 人以上または、1/10 以上

の区民等が考えられる。 

団体としての要件は特に設けない。 

十分な活動実績が
あるなどの場合 
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協議会が設立

できないとき 

③地区指定型まちづくり協議会イメージフロー（案） 

概要 区が、都市計画マスタープラン等の実現や、行政課題解決に向けてまちづくりが必要
な地区を指定して、地域住民との協働により「まちづくり構想等」の作成・提案につなげる活動 

区がまちづくりの必

要な地区を指定 

（第三者機関の意

見聴取） 

まちづくり協議会

設置の呼びかけ 

準備会設立 

協議会の認
定 
（第三者機関
の意見聴取） 

「まちづくり構想

等」の検討・区域

内区民等への説

明・意見聴取 

区への提案 
（第三者機関の

審議） 

協議会認定の要件 

１．目的が条例に即している 

２．対象区域内の一定数以上の区民

等で、かつ、対象区域のおおむね

全体から区民等の参加がある 

３．対象区域面積が一定以上で、区域

設定に合理性がある 

４．対象区域内の、他の区民等の参

加の機会を保障（認定後を含む。） 

５．設立目的について、対象区域内区

民等に対しての十分な説明と意見

聴取の実施 

６．会則、区域を示す図面、構成員名

簿・役員名簿及び５．の十分な説

明と意見聴取を行っていることの

わかる書面等が整っている 

区のまちづくり計
画策定 

（説明会・意見聴取の後、
地区計画の原案作成など）

準備会登録の要件 
１．まちづくりの対象区域内の区民の

構成員の数 
２．まちづくりのおおむねの想定区域

が決まっていて、区域設定に合理
性がある 

３．設立の目的が明確 
４．対象区域内の、他の区民等の参

加の機会の保障 

協議会に
代 わ る 懇
談会等に
よ る 区 民
意向の把
握 

区民意向

を 反 映 し

た 、 区 に

よ る 構 想

づくり 

区への提案の要件 
１．都市計画に関する法令上の基準

に適合している 
２． 杉並区まちづくり基本方針（都市

計画マスタープラン）との関係性に
配慮している 

３．区域内区民等に十分な説明及び
意見聴取を行い、合意形成が図ら
れている 

※

※対象区域内の一定数以上の区民等

は、例として 20 人以上または、1/10 以上

の区民等が考えられる。 
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４ 地区まちづくりの提案 

⑴ まちづくりルール 

区民等による｢まちづくりルール｣については、現行の条例で登録要件や

申請手続、登録の前の「都市計画審議会まちづくり専門部会」の意見聴取

などが定められています。今回、まちづくり協議会の認定要件等を議論し

たことをふまえて、まちづくりルールについても考え方を整理しました。 
まちづくり協議会で、良好な市街地整備を目指し地区内における街並み

のありかたや環境保全の方向性など一定の地区レベルのまちづくりに関す

る取決めである「まちづくりルール」を策定し、区に登録や申請する場合

は、協議会の認定や提案と同じような要件を考える必要があります。ただ

し、向こう三軒両隣程度のごく狭い範囲での全員合意によるまちづくりル

ールは、簡易な手続きで容易に区に登録できるような仕組みとする必要が

あります。 
今後は、これまでまちづくりルールの登録実績が無いことから、地域の

良好な市街地形成の実現に繋がる有効な仕組みであることを具体的に示し

てＰＲを充実し、登録の実例を増やしていく必要があります。 
また、ルールが登録されただけでは、登録に携わった住民は内容を把握

していると思われますが、それ以外の住民は登録の事実すら知らないこと

が考えられます。したがって、ルール登録後も当該地域での住民間で、ル

ールの普及・啓発を継続的に行うことが必要です。 
なお、区は当該地区住民や事業者に対して十分な周知を行い、建築計画

がある際にはルールを守るよう協力を求めていくとともに、民間の建築確

認審査機関へも理解と協力を求めることが重要であると考えます。実効性

のあるルール作りが大切であり、内容によっては、建築協定や地区計画と

いった法律に基づいたものにつなげていくのもひとつの方法です。 

建築協定 

地区計画 

具体的な制限 

法律に基づ

く

条 例 に 基

づく 

概念的な方針 

●まちづくりルール等の区分け

まちづくり
ルール 

 
 
 
まちづくり
構想 

まちづくり基本方針 

（ゾーン別方針） 

7) 

8) 

9) 
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 ⑵ 地区計画等の申出制度 

   都市計画法第 16 条第 3 項では、「…条例において、住民又は利害関係人

から地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の案

の内容となるべき事項を申し出る方法を定めることができる。」と定められ

ています。 
現行の条例第９条ではこの規定に基づき「地区計画等の原案」を申し出

る方法が定められていて、この５年間で地区計画等の原案の申出は１件あ

り、都市計画審議会の専門部会で審議されましたが、住民参加や合意形成

が不十分であるとして棄却となっています。 
条例の見直しにあたっては、行政の責任で作成する原案と区別する意味

で、申出者が申出するものを「住民素案」と定義する必要があります。 
また、手続きを明確にするとともに、申出者には、認定されたまちづく

り協議会やまちづくりの推進を図る活動を目的とするＮＰＯ法人を含める

必要があります。その他、申出の要件や審査基準を明らかにしておくこと

により、地区計画等の申出制度を活用可能にしておくことが重要です。 
なお、住民素案は、様式を定めるとともに書き方の例なども作成し、住

民がわかりやすく出しやすいようにする必要があります。 
 
ア 申出手続は、次ページ「地区計画等の住民素案申出の流れ」参照 
イ 申出ができる者（申出者） 

① 申出区域内の土地所有者等 
② 条例で認定されたまちづくり協議会 
③ まちづくりの推進を図る活動を目的とするＮＰＯ法人 

ウ 申出の要件（形式要件） 
① 申出区域の面積が一定規模以上であること。 
② 地域においておおむね合意形成が図られていること。 
③ 土地所有者等の一定の合意があること。 

エ 審査基準（都市計画審議会で審査するときの基準・視点） 
① 都市計画に関する法令上の基準に適合していること。 
② 杉並区まちづくり基本方針（都市計画マスタープラン）との関

係性に配慮していること。 
③ 申出内容及び区域について、合理性があること。 
④ 申出区域内の住民等への申出内容の十分な説明及び意見聴取を

行っていること。ただし、土地利用規制を緩和する申出の場合は、

申出区域周辺への住民等に対しても申出内容の十分な説明及び意

見聴取を行っていること。 

11) 

12) 

13) 

14) 

15) 

16) 

10) 
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◆地区計画等の住民素案申出の流れ 

●届出の内容 
名称、位置、区域、区域の面積、案となるべき内容、当該地区計画等の案を定める

理由。 

●手続の流れ  

申出者 区 区民等 都市計画審議会 

 

事前の届出（発意） 

 

 

説明会開催 

（意見聴取） 

合意形成 

 

 

 

住民素案作成・申出 

 

 

 

 

見解書の作成 

 

  

公聴会への出席 

 

 

 

 

 

 

 

必要に応じ協議 

 

 

 

受付 

＜随時相談＞ 

 

 

 

 

 

 

 

受理 

 

住民素案の公告・縦覧 

（縦覧期間２週間） 

 

 

見解書の公開 

 

公聴会の開催 

 

都市計画審議会の開催 

 

採用するか否か判断 

 

判断の公表 

 

地区計画原案の作成 

 

原案説明会等 

都市計画決定手続 

 

 

 

 

説明会への出席 

意見陳述 

 

 

 

 

 

 

窓口で縦覧 

 

意見書の提出 

 

 

 

公聴会への出席 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見聴取 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

説明 

意見・要望 

意見 

報告 

報告 

都市計画決定手続きへ 
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 ⑶ 都市計画の提案制度 

都市計画法第 21 条の 2 第 2 項では、「…条例で定める団体は、前項に規

定する土地の区域について、都道府県又は市町村に対し、都市計画の決定

又は変更をすることを提案することができる。」と定められています。 
また、同法施行令第 15 条の 2 では、「…条例で、区域又は計画提案に係

る都市計画の種類を限り、0.1 ヘクタール以上 0.5 ヘクタール未満の範囲内

で、それぞれ当該都道府県又は市町村に対する計画提案に係る規模を別に

定めることができる。」と規定されています。なお、この区域規模について

は、杉並区では提案できる区域面積を変更する必要はないと考えます。 
さらに、法第 17 条の 2 では、「…住民又は利害関係人に係る都市計画の

決定の手続きに関する事項（前 2 条の規定に反しないものに限る。）につい

て、条例で必要な規定を定めることを妨げるものではない。」と定められて

います。 
この都市計画提案制度は、現行の条例に定められていないため、制度が

使えるよう条例で諸規定を整備する必要があります。ただし、一般的に提

案は、現在の都市計画規制の緩和が想定されるため、杉並区のような第一

種低層住居専用地域を主体とする２階建て程度の住宅が広がる既成市街地

では、その点に十分留意した手続きの流れを考え、運用していく必要があ

ります。 
条例の見直しにあたっては、提案手続きを明確にするとともに、提案者

に、認定されたまちづくり協議会を加える必要があります。また、提案の

要件や審査基準を明らかにしておくことも大切です。 
なお、東京都で決定する区分の都市計画の提案についても、14 ページの

法定都市計画提案の流れを適用する必要があります。 
 
ア 提案手続きは、14 ページ「法定都市計画提案の流れ」のとおり。 
イ 提案ができる者（提案者） 

① 提案区域内の土地所有者等その他法第 21 条の 2 に規定する者 
② 条例で認定されたまちづくり協議会 
③ まちづくりの推進を図る活動を目的とするＮＰＯ法人 

ウ 提案の要件（都市計画法で定まっている要件・形式要件） 
① 提案区域の面積が 5,000 ㎡以上であること。 
② 土地所有者等の３分の２以上の同意があること。 

エ 審査基準（都市計画審議会で審査するときの基準・視点） 
① 都市計画に関する法令上の基準に適合していること。 

17) 
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② 杉並区まちづくり基本方針（都市計画マスタープラン）との関

係性に配慮していること。 
③ 提案内容及び区域について、合理性があること。 
④ 提案区域内の住民等への提案内容の十分な説明及び意見聴取を

行っていること。ただし、土地利用規制を緩和する提案の場合は、

提案区域周辺への住民等に対しても提案内容の十分な説明及び意

見聴取を行っていること。 
 

●地区計画等の申出・都市計画提案ができるものの区分及び申出・提案要件 

 地区計画等の申出 都市計画提案 

都
市
計
画
法
で
定
め
ら
れ

て
い
る
も
の 

 ・ 土地所有者等 

・ まちづくりの推進を図る活動を目的

とする NPO 法人 

・ 公益法人 

・ 独立行政法人都市再生機構 

・ 地方住宅供給公社 

・ その他省令で定める団体 

申
出
者
ま
た
は
提
案
者 

ま
ち
づ
く
り
条

例
で
定
め
る
も

の 

・ 土地所有者等 

・ 認定まちづくり協議会 

・ まちづくりの推進を図る活動を目

的とする NPO 法人 

・ 認定まちづくり協議会 

申
出
・提
案
要
件 

・ 申出区域の面積が一定規模以上
であること。 

・ 地域においておおむね合意形成
が図られていること。 

・ 土地所有者等の一定の合意があ
ること。 

・ 提案区域の面積が 5,000 ㎡以上で

あること。 

・ 土地所有者等の３分の 2 以上の同

意があること。 

 

●まちづくり構想、まちづくりルール、地区計画等の申出、都市計画の提案のイメージ 

 

厳
格 

私
権
の
制
限 

提案要件 
厳格 

地区計画

等の申出

都市計画

の提案 
まちづく

りルール

まちづく

り構想 発意 
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◆法定都市計画提案の流れ 

●届出の内容 
名称、位置、区域、区域の面積、案となるべき内容及び当該都市計画の案を定め

る理由。 

●手続の流れ  

提案者 区 区民等 都市計画審議会

 

提案の事前届出 

 

 

合意形成 

（説明会等） 

都市計画提案書の作成 

 

 

都市計画提案書の提出 

 

 

 

 

見解書の作成 

 

  

 

公聴会への出席 

 

 

 

 

受理 

届出書の公開 

＜随時相談＞ 

 

 

 

 

 

 

受理 

 

提案書の公告・縦覧 

（縦覧期間２週間） 

 

 

見解書の公開 

 

公聴会の開催 

 

都市計画審議会の開催 

 

採用するか否か判断 

 

判断の公表※ 

 

都市計画原案の作成 

 

原案説明会等 

都市計画決定手続 

 

届出内容の確認 

 

 

 

説明会への出席 

意見陳述 

 

 

 

 

 

窓口で縦覧 

 

意見書の提出 

 

 

 

公聴会への出席 

 

 

 

 

 

 

報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見聴取 

 

報告 

意見 

報告 

説明 

意見・要望 

報告 
報告 

都市計画決定手続きへ 

※採用しないと判断したときは、都市

計画審議会の意見を聞いてから提案

者に通知する。 
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⑷ まちづくり構想の提案等と都市計画決定手続きとの関係 

まちづくり協議会（市街地整備型・地区指定型）からの「まちづくり構

想」の提案や土地所有者等からの地区計画等の申出・都市計画の提案と、

都市計画決定手続きとの関係は下図のように考えました。 

まちづくり協議会（市街地整備型・地区指定型）から「まちづくり構想」

の提案を受けたものは、区が構想の実現のための手だてとして都市計画の

変更や地区計画等を定める必要があるときは、区がそれらの原案を作成し

ます。 

一方、土地所有者等が直接、地区計画等の申出・都市計画の提案を行な

う場合は、土地所有者等から申出・提案として区に出されたものは、住民

素案として区で受理します。受理したものは、都市計画審議会の意見聴取

などを経て、区で申出・提案を採用するか否かの判断の後、区による原案

を作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緩和型の場合
は、区域周辺へ
の説明も行なう

18) 

まちづくり協議会等に

よるまちづくり 
地区計画等の申出 都市計画の提案 

まちづくり協議会等による
「まちづくり構想」づくり 

「まちづくり構想」の区へ
の提案 

申出区域内の土地所有
者等 

区への事前相談 

都市計画審議会への報告 

申出者による区域内住民
の合意形成 

地区計画等の区への申
出（住民素案の申出） 

緩和型の場合
は、区域周辺へ
の説明も行なう

提案区域内の土地所有
者等 

提案者による区域内住民
の合意形成 

都市計画の区への提案
（住民素案の提案） 

区による都市計画原案の作成 

都市計画決定手続きへ 

都市計画審議会の意見聴取など 
区の判断 

協議会による区域内住民
に対する構想の合意形成 

第三者機関の審議 
区の判断 

まちづくり計画の策定等 

都市計画変更・地区計

画等を定める場合 
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⑸ まちづくりの支援 

現在、まちづくり条例を受けた街づくり支援要綱にもとづき、活動費支

援を行ってきましたが、条例制定当初に比べて実績数値は下がってきてい

ます。一方、新たなまちづくりの活動をする団体も出てきています。 
   そこで、制度周知のＰＲや、行政からの積極的な働きかけにより活動を

育てていくなどの実際の運用は力を入れていくべきですが、支援の方法も

区民等に使いやすい制度として再検討する必要があります。 
活動の初期段階の場合、意欲はあるが、何をどう進めていったらよいか

がわからないというケースが多く、活動費助成よりも情報提供やアドバイ

スが最も求められる支援と思われます。現在も専門家派遣は行っています

が、派遣回数が少なく内容の核心に触れる前に派遣期間が終了してしまう

など、制度を有効に活用できていないと思われます。 
活動が本格化し、認定組織となった後については、会の開催回数も増え、

会報の印刷等の費用もかかってきたり、最終的な目的が地区計画の策定で

あったりなど、活動の内容や目標への進捗度により求められる支援が異な

ってくると考えられます。また、専門家派遣は、まちづくりルールをつく

る場合も積極的に活用すべきと考えます。 
以上のようなことから、それぞれの段階に応じた支援制度を用意するこ

とが必要であると考えます（下図）。 
また、区の助成金であることから、年限を定め、一定の成果を求める必

要があると思われます。ただし、まちづくりというものは、一朝一夕で成

されるものではないことから、理由によっては継続して支援を受けられる

といった更新制度を設けておくことも必要です。 
更に、出された成果に対する評価制度を充実させ、活動の評価と併せて、

今後の活動に対するアドバイスといった積極的な支援を行える仕組みを作

ることも必要と考えます。 

●段階的なまちづくり支援のイメージ 

支援の年数 

ウ 協議会の認定段階 助
成
な
ど
支
援
の
手
厚
さ 

イ まちづくり団体の

登録段階 

ア まちづくりの芽を育む段階

（発意の段階）

注：ア～ウは、P3 の各段階 
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５ 大規模土地取引・大規模開発事業に対する仕組みづくり 

 ⑴ 大規模土地取引行為の届出 

   近年、社会状況の変化などを背景に、都内でも民間企業等が有する大規

模な土地が売却され、中高層マンションなどの集合住宅に土地利用転換さ

れることが多くなってきています。その場合、周辺の住環境に大きな影響

を及ぼすことが懸念されます。このような状況に対応するため、区は、大

規模な土地利用転換につながる動きを早い段階で把握し、都市計画マスタ

ープラン等に沿って、良好なまちづくりの実現に向けた適切な誘導を行っ

ていくことが必要と考えられます。 
そのため、土地取引行為が完了するかなり前の段階での事前届出を義務

化し、土地所有者（売り主）に対して、第三者機関の意見を聴きながら区

が適切な助言・指導を行えるような仕組みを条例に新たに加えることを検

討しました。 
 
 ⑵ 大規模開発事業の手続き 

近年、開発における緩和規定などが増えてきたこともあって、適法であ

っても周辺環境との調和が必ずしも十分でない計画が見受けられるとの指

摘もなされています。このような計画の場合には、近隣紛争につながる可

能性が少なくありません。 
そこで、事業計画が確定していない構想段階から事業地周辺に計画を公

開し、周辺住民と対話を進めながら、周辺の地域特性（例えば低層な戸建

住宅が立ち並ぶというような）に配慮した事業計画を策定することが、住

みよいまちづくりにつながると考えました。 
既に、いくつかの自治体で同様の仕組みを導入している例を参考にしな

がら、一定規模以上の敷地、延床面積、共同住宅の戸数での開発事業につ

いては、構想段階で住民に公開し、住環境への影響の低減や地域貢献につ

いて事業者と住民で十分に話し合いながら進めていくことが重要です。 
その後区は、住民から事業者に対する開発事業についての意見や、その

意見に対する事業者の見解書などを踏まえた第三者機関の意見を聴いたう

えで、事業者に対して助言・指導を行います。 
 

 ⑶ 条例化や運用にあたって留意すべきこと 

ア 私的権利に強くかかわる土地取引情報の取り扱いについて 
(1)の大規模土地取引行為の届出は、土地所有者が大規模土地取引行為

（売買契約等）を行おうとする日の数ヶ月前までに区に届出をし、第三
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者機関の意見を聴きながら区が助言・指導を行うものです。このことは、

土地所有者にとっては大規模な土地を売却するという私的権利に強くか

かわる情報を、区及び第三者機関に知らせることになります。 
そのため、区職員及び第三者機関の委員には、高い守秘義務が生ずる

ことに留意する必要があります。こうしたことから、届出関連の情報や

第三者機関の審議等は、非公開とすることが求められます。 
イ 届出対象の土地の規模や建築物の規模等について 

(1)の大規模土地取引行為の届出対象とする土地面積や、(2)の大規模開

発事業の届出対象とする土地面積及び建築物の規模等については、条例化

の際に地域のまちづくりに及ぼす影響や事業者の負担なども考慮しなが

ら適切に設定する必要があります。 
また、国や東京都などの公的機関が土地を民間売却する場合も、原則

として(1)の大規模土地取引行為の届出対象とする必要があると考えます。 
ウ ＰＦＩ事業等の新しい事業スキームへの対応について 

ＰＦＩ事業などの新しい事業スキームにおいても、事業公募が行われ

る前の段階で、土地所有者に対して、例外的に⑴の大規模土地取引行為の

届出と同様の手続きを行うよう、条例に盛り込んでおく必要があると考え

ます。また、仮に条例で規定することが難しい場合でも、運用のなかで対

応していく必要があります。 

19) 
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◆大規模土地取引行為の事前届出調整制度 
 

●事前届出の 

対象行為 

一定規模以上の土地に対して所有権、地上権等の権利を有する者が、この権利の移

転等の契約（大規模土地取引行為）を行おうとする場合 

●届出の時期 大規模土地取引行為（売買契約等）を行おうとする日の数ヶ月前まで 

●届出の内容 

①大規模土地取引行為の届出者 

②大規模土地取引行為の予定日 

③大規模土地取引行為の対象となる土地の位置、面積等 

④大規模土地取引行為の主な土地利用の目的 

●調整の流れ 

 
 
 
 
 

    届出 

  土地所有者             区 

    助言 

 

 

                意見聴取 

                        助言 

     

    第三者機関 

 
◎第三者機関 

   地方自治法第 138 条の４第３項に基づき、区長の附属機関として設置される審査会。

法律、都市計画、建築、景観（環境）の分野の学識経験者により構成される第三者機関と

して位置付けられる。 

区は、届け出のあった大規模土地取引行為に対し、助言を行う必要がある場

合には、第三者機関の意見を聴いたうえで助言を行います。 
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◆大規模開発事業に係る土地利用構想の事前届出制度 

 

●事前届出の 

対象事業 

一定規模以上の土地で開発事業を行おうとする場合、戸数の多い共同住宅または延

面積の広い建築物の建築を行おうとする場合 

●届出の時期 大規模開発事業に係る事業計画の変更が可能な時期まで 

●届出の内容 

①付近案内図 

②施設の配置に係る土地利用構想を示す図面 

③大規模開発事業に係る区域の土地及び周辺状況を示す写真 

④その他土地利用構想の内容を示す図書 

  ●協議の流れ 

 

 土地利用構想の届出 

 

 

 土地利用構想の公開 

 

 

 （周辺住民による）意見書の提出 

 

 

 （事業者による）見解書の提出 

 

 

 意見書・見解書の公告・縦覧 

 

 

 土地利用構想の届出の変更 

 

  第三者機関の意見 

 

（区による）助言・指導 

 

（協議・調整が完了次第）事業手続 

周辺住民への説明会 

公告・縦覧 

縦覧期間中 
（３週間程度） 

※必要に応じて公聴会開催 

※

※

※届出を怠っ

た 場 合 や 指

導 に 従 わ な

かった時は、

勧告・公表す

る。 
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６ 第三者機関の設置について 

⑴ 都市計画審議会まちづくり専門部会の機能を新たな第三者機関に 

  現行の「杉並区まちづくり条例」では、杉並区によるまちづくり協議会の

認定、まちづくりルールの認定・公表、住民からの地区計画の原案の申出が、

住民参加による区独自のまちづくりの制度として定められています。 
これらの認定等にあたっては、第三者機関として杉並区都市計画審議会ま

ちづくり専門部会が、区長の諮問に応じて審議することとされました。 
都市計画審議会は、都市計画法第 77 条の 2 の規定に基づき、都市施設や

地域地区など都市計画法により権限に属させられた事項について、諮問に応

じ、調査審議するものとして設置されているものです。 
都市計画法に基づかない、協議会の認定やまちづくりルールの認定など条

例独自のまちづくりに関する制度については、本来的には都市計画審議会と

は独立した第三者機関がその任に当たる方が適切であると考えます（下表）。 
 

●現行の第三者機関と新たな第三者機関の担任事務 

現行の第三者機関 新たな第三者機関の担任事務 

都市計画審議会 

（まちづくり専門部会） 

Ⅰ 都市計画審議会 Ⅱ 新しい第三者機関 

（仮称）まちづくり審議会 

 

審

議

事

項 

等 

①まちづくり協議会の

認定に関すること。 

②まちづくりルールの

登録に関すること。 

③地区計画等の原案

の申出に係る処理

に関すること。 

 
（大規模土地取引や大規

模開発事業への対応に

ついては現行条例に定め

られておらず、審議事項

には含まれていない。） 

①都市計画法によりその権

限に属せられた事項（都市

計画法第 77条の２第１項）

②都市計画に関する事項に

ついて関係行政機関に建

議すること。（都市計画法

第 77 条の２第２項） 

③地区計画等の住民素案の

申出に関すること。（都市

計画法第 16 条第３項） 

④都市計画の素案の提案に

関すること。（都市計画法

第 21 条の２） 

①まちづくり協議会の認定

に関すること。 

②まちづくりルールの登録

に関すること。 

③テーマ型まちづくりの提

案に関すること。 

④まちづくり構想の提案に

関すること。 

⑤大規模土地取引の届出

に係る助言に関すること。

⑥大規模開発事業の土地

利用構想に関すること。 

⑦大規模開発事業に係る

勧告、公表に関すること。

 
⑵ 景観条例で設置する第三者機関などとの関係について 

現在、区で検討している景観条例でも、景観計画の策定への区への助言や

建築主等からの届出の審査機関として第三者機関を設置することが想定され

ています。 
(1)で述べたまちづくり条例で新たに設置することが望ましい第三者機関

との兼ね合いとあわせて、区民にわかりやすく合理的な組織を設置するよう、

区で十分に検討する必要があります。 

20) 

21) 

22) 

23) 
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７ その他 

 ⑴ 景観条例や住環境配慮指導要綱などについて 

良好な市街地形成を目指すまちづくりは、まちづくり条例だけで達成でき

るわけではありません。 
地域地区などの都市計画法に基づいて市街地をコントロールすることや、

今年度杉並区で制定が予定されている景観条例、また、本年 10 月施行の「杉

並区建築物の建築に係る住環境への配慮等に関する指導要綱」などの規制誘

導手法を併せて活用していくことが大切です。 
とりわけ、景観条例については、建築計画等の早い段階からの区との協議

が想定されるので、その際は、この懇談会で検討したまちづくり条例の大規

模土地取引行為の届出や大規模開発事業の手続きとの連携を図りつつ、それ

ぞれの条例の目的を達成していく必要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ まちづくりセンターについて 

（仮称）まちづくりセンター設置については、平成 14 年のまちづくり条

例懇談会からも提言されていますが、現在に至るまで設置されていません。 
区に対しては、まず手始めにまちづくりセンターのあり方や役割・組織な

どについて、他区市の事例なども参考にしながら検討する場をつくることを

提案します。そうした検討のなかでは、区が直接区民のまちづくり活動を支

援するだけではなく、まちづくり活動を支援する NPO 法人などへの支援を

行なっていくことなども検討課題のひとつになると思われます。 

条
例
を
根
拠

条例を根拠と

する予定 

要 綱 活 用

予定 

まちづくり条例 

●まちづくり条例とその他の条例・要綱の関係 

街づくり支援要綱 
・街づくり活動助成 
・街づくりコンサルタント

派遣 

まちづくり協議会
運営費助成金交付
要綱 

景観条例 

※杉並区建築物の建築に係る住環境への配慮等に関する指導要綱

内   容 

=改正予定の条例・要綱 =新規制定予定の条例・要綱

・協議会運営費（学習・広

報活動、事務運営・連絡

調整）の助成 

・良好な住環境を守るため、

事業者に住環境への配慮

を求める。 

住環境配慮指導要
綱※ 

（平成 20 年 7 月 10 日制定）
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杉並区まちづくり条例に関する懇談会委員名簿 
平成２０年１月 

※備考欄○印は、起草委員 

 区 分 氏  名 所 属 等 備    考 

１ 学識経験者 高見澤 邦郎 首都大学東京名誉教授 会長 

２ 〃 村上 美奈子 計画工房主宰 ○副会長 

３ 〃 井上 赫郎 早稲田大学芸術学校 ○ 

４ 〃 大原 一興 横浜国立大学 ○ 

５ 〃 日置 雅晴 弁 護 士 ○ 

６ 区   民 本橋 又藏 杉並区町会連合会会長  

７ 〃 德田 達介 杉並区商店会連合会  

８ 〃 菅原 敬介 
東京青年会議所 

杉 並 地 区 
 

９ 〃 樋口  厚 
まちづくり専門部会 

公 募 委 員 
 

10 〃 松本 博行 
まちづくり専門部会 

公 募 委 員 
 

 
●幹事及び事務局 

幹  事 大 竹 直 樹 杉並区都市整備部都市計画課長        

〃 齋 木 雅 之 杉並区都市整備部まちづくり推進課長     

事 務 局  杉並区都市整備部都市計画課企画調査係 

〃  杉並区都市整備部まちづくり推進課管理係 
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杉並区まちづくり条例に関する懇談会の検討経過 

会の種別・回数 開 催 日 主 な 内 容 

第１回懇談会 
平成 20 年 

1 月 16 日

・ 会長、副会長選出 

・ 条例の施行状況と課題、検証・検討項目

等について 

第２回懇談会 2 月 6 日

・ 公開ヒアリングについて 

・ 大規模土地利用・大規模建築物の早期届

出等について 

第３回懇談会 3 月 15 日
・ 杉並区まちづくり条例に関する公開ヒアリ

ング 

第４回懇談会 3 月 19 日

・ 公開ヒアリングの報告及び今後の進め方

について 

・ 住民参加の方策について－その 1－ 

第５回懇談会 4 月 23 日

・ 公開ヒアリングにおける陳述及び意見書に

ついて 

・ 住民参加の方策について－その 2－ 

第 1回起草委員会 5 月 2 日 ・ 中間報告(素案)たたき台について 1 

第 2 回起草委員会 5月 20 日 ・ 中間報告(素案)たたき台について 2 

第６回懇談会 5 月 28 日
・ 中間のまとめ(素案)のたたき台について 

・ 住民参加の方策について－その 3－ 

第 3回起草委員会 6月 17 日 ・ 中間のまとめ(素案)について 

第７回懇談会 7 月 1 日

・ 中間のまとめ(素案)のたたき台、第三者機

関について 

・ 住民参加の方策について－その 4－ 

第 4回起草委員会 7 月 8 日 ・ 中間のまとめ(案)について 1 

第８回懇談会 7 月 24 日 ・中間のまとめ(案)について 

第 5回起草委員会 8 月 5 日 ・ 中間のまとめ(案)について 2 

第 6 回起草委員会 9 月 4 日

・ 中間のまとめに対して提出された意見

について 

・ 懇談会報告書(提言素案)について 

第９回懇談会 9 月 16 日 ・ 中間のまとめに対して提出された意見につ

いて 

・ 懇談会報告書(提言素案)について 

第 7回起草委員会 10 月 2 日 ・ 懇談会報告書(提言案)について 

第 10 回懇談会 10 月 15 日 ・ 懇談会報告書の区長への提言 
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１． 用語集 

 

1) まちづくり協議会 

 自分の住む地域のよりよいまちづくりの推進を目的とする住民組織の一般的

な名称。構成員は、当該地域において住所を有するものまたは事業を営むもの

及び、土地・建物等を所有するもので組織されることが多い。 
 今回の報告では、認定されたまちづくり団体について、まちづくり協議会と

定義している。 
 

2) 地区計画 

都市計画に比べて、比較的小規模の地区を対象とし、建築物の建築形態、公

共施設の配置などからみて、一体としてそれぞれの区域の特性にふさわしい態

様を備えた良好な環境の街区を整備し、保全するために定められる計画（都市

計画法第 12 条の 4 第 1 項）。 
地区計画の内容は、地区計画の目標その他区域の整備・開発及び保全に関す

る方針と、地区整備計画の二つの部分から構成されている。 
地区整備計画が定められた場合には、区域内の建築行為等は、届出・勧告制

度により計画内容への適合を区が求めることになる。また、建築物等に関する

事項を区の条例で定めると、建築基準法による制限事項となり、建築確認の際

の建築主事の確認事項となる。 
地区計画は、大都市近郊におけるミニ開発や無秩序な市街化を防ぎ、良好な

市街地の環境を形成し、保全するため昭和 56 年に設けられた都市計画の制度の

一つ。 
 
3) まちづくりルール 

 良好な市街地整備を目指し、地区内における街並みのありかたや環境保全の

方向性など一定の地区レベルにおける、または向こう三軒両隣程度のごく狭い

範囲におけるまちづくりに関する取決め。 
資料２．まちづくり構想・まちづくりルールの事例（P.31）参照 
 

4) 中高層紛争予防条例 

良好な近隣関係を保持し、地域における健全な生活環境の維持及び向上に資

することを目的として、中高層建築物の建築に係る計画の事前公開並びに紛争

のあっせん及び調停に関して必要な事項を定めている。 
 「杉並区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」や「東
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京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」の略称。 
 
5) まちづくり構想 

 市街地整備型または地区指定型のまちづくり協議会がまとめた考え方で、区

に提案することを想定したまちづくりの考え方を言う。 
良好な市街地整備を目指し、地区内における街並みのありかたや公共施設・

公益施設の整備、環境保全の方向性などが書かれたもの。まちづくり構想は、

構想図と文字によりまとめられることが多く、具体的かつ定量的な表現のもの

もあるが、方針として定性的な表現のものもある。まちづくり協議会が、区の

まちづくり支援やコンサルタントの協力を得てまとめるものが多い。 
実例は、資料３．区の支援も得てまとまったまちづくり構想の実例（P.34）参

照。 
 

6) まちづくり計画 

 まちづくり協議会から提案された「まちづくり構想」をもとに、区が具体的

な施策としてまとめたもの。 
例えば、地区計画などの手法を使った建築制限や地区計画道路の位置及び幅

員などを具体的に定めた計画。また、道路沿いの生垣緑化助成などを実施する

際のまちづくりの助成・誘導策も盛り込まれることが多い。 
 
7) 都市計画審議会まちづくり専門部会 

 杉並区都市計画審議会条例第７条に基づき、杉並区都市計画審議会のもとに

設置された部会。地区計画の申出に係る処理に関すること（杉並区まちづくり

条例第９条第 1 項）、まちづくりルールの登録に関すること（杉並区まちづくり

条例第 13 条第 1 項）、まちづくり協議会の認定に関すること（杉並区まちづく

り条例第 14 条第 1 項）を担当する部会。 
 
8) 建築協定 

 住宅地としての環境や、商店街としての利便を高度に維持増進するなど建築

物の利用を増進し、地区の環境を改善するために、土地所有者等がその全員の

合意によって一定の区域を定め、その区域内の建築物の敷地、位置、構造、用

途、形態、意匠等に関して協定として定めるもの（建築基準法第 69 条）。 
 建築協定は、土地所有者等の合意に基づく、私法的契約という性格を持ち、

公法上の権利制限ではないため、協定に定められた建築物の制限内容は、建築

確認を行う建築主事の確認事項にはならない。 
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協定に違反した場合は、民事裁判により是正を求めることができる。また、

新規の土地取得者に対しても協定の効力が及ぶ。 
 
9) ゾーン別方針 

 まちづくり基本方針のなかで区内７地域を 14 ゾーンに分けている。ひとつの

ゾーンは、おおむね半径１km の生活圏として分割した地域である。ゾーン別方

針は、地域ごとの課題とまちづくりの方向性を明らかにし、まちづくりを身近

に考えていくための方針である。 
 
10) 地区計画等の申出制度 

 各自治体の条例で申出方法を定めた場合に、地区計画等に関する都市計画の

決定、その変更について、住民または利害関係者が案の内容となるべき事項を

申出することができる制度（都市計画法第 16 条第３項）。 
 
11) 都市計画 

 都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の整備及

び市街地開発事業に関する計画（都市計画法第４条）。 
 
12) 都市計画審議会 

 都市計画法第 77 条の２第 1 項の規定に基づき、都市計画に関する事項を調

査・審議するために都道府県及び区市町村に置かれた附属機関。都道府県が定

める都市計画及び区市町村が定める都市計画については、都市計画審議会の議

を経て、都市計画を決定することとなっている（都市計画法第 19 条ほか）。 
 
13) 住民素案 

 地区計画等の申出の際に、住民から区に対して申出されるもの。行政の責任

で作成する原案と区別する意味で、今回「住民素案」という用語を使用した。

住民素案は、申出者の住所・氏名とともに、申出の種類、名称、位置及び面積

等が記載された様式に、添付書類を添えたものとなる。 
具体的には、施行規則及び様式で定めることが想定される。 

 
14) ＮＰＯ法人 

 「NPO（NonProfit Organization）」とは、とは、ボランティア活動などの社

会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称。このうち、「NPO 法人」

とは、特定非営利活動促進法（NPO 法）に基づき法人格を取得した「特定非営
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利活動法人」の一般的な総称。 
法人格の有無を問わず、様々な分野（福祉、教育・文化、まちづくり、環境、

国際協力など）で、社会の多様化したニーズに応える重要な役割を果たすこと

が期待されている。 
 

15) 土地所有者等 

 当該地の区域について所有権、地上権、賃借権を有するものを指す。 
 
16) 杉並区まちづくり基本方針（都市計画マスタープラン） 
 杉並区政運営の基本方針である杉並区基本構想を受けて、都市整備分野に関

する基本的な方針と具体的な方向を提示するまちづくりの総合的な指針であり、

区民の参画と協働により実現していくためのまちづくりの指針でもある。 
 杉並区は、まちづくり基本方針を都市計画法第 18 条の２で定める「区市町村

の都市計画に関する基本的な方針」（都市計画マスタープラン）として位置付け

ている。正式名称は、「杉並区まちづくり基本方針」。 
 
17) 都市計画の提案制度 

 住民等によるまちづくりの取組みを、都市計画に反映させる制度。平成 14 年

の都市計画法の改正により、一定規模以上の一団の土地の区域について、土地

所有権者等から区市町村長に対し、都市計画の決定または変更することを提案

（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針と都市再開発方針等に関する都市

計画を除く）することができるとしている（都市計画法第 21 条の２）。 
 
18) 緩和型 

建ぺい率や容積率、高さなどの規制が緩和されるような地区計画や都市計画

の変更を指す。 
 
19) ＰＦＩ事業 

 「PFI（Private Finance Initiative）事業」とは、民間の資金、経営能力及び

技術的能力を活用し、公有地を利用して公共施設等の建設、維持管理、運営等

を行う事業。 
国による国家公務員宿舎の建替えなどでの、PFI 事業の実施が想定される。 
 

20) 都市施設 

 都市計画法第 11 条に規定される施設。都市計画で次に掲げる施設で必要なも
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のを定める。 
 ⑴ 交通施設（道路、都市高速鉄道、駐車場等） 
 ⑵ 公共空地（公園、緑地、広場等） 
 ⑶ 供給施設または処理施設（水道、下水道、ごみ焼却場等） 
 ⑷ 河川、運河その他水路 
 ⑸ 教育文化施設（学校、図書館、研究施設等） 
 ⑹ 医療施設または社会福祉施設（病院、保育所等） 
 ⑺ 市場、と畜場または火葬場 
 ⑻ 一団地の住宅施設 
 ⑼ 一団地の官公庁施設 
 ⑽ 流通業務団地 
 ⑾ その他政令で定める防風、防火、防水、防雪及び防砂等の施設 
 
21) 地域地区 

都市計画法第８条に基づき都市計画区域内の土地を利用目的によって区分し、

建築物等についての必要な制限を課すことにより、土地の合理的利用を図るも

の。具体的には、用途地域や特別用途地区及び防火・準防火地域、生産緑地地

区、流通業務地区等の地域や地区がそれぞれ指定されている。 
 このうち用途地域は、建築物の用途や容積などを規制する最も基本的なもの

とされている。 
 

22) 景観条例 

 「景観法」に基づき、良好な景観づくりを推進するため、景観計画の策定や

行為の規制等に関することを定めた条例のこと（景観法第９条第７項等）。 

杉並区では、景観法に基づく事項のほか、第三者機関の設置等を盛り込んだ

景観条例を制定する予定である。 

 

23) 景観計画 

「景観法」に基づき、建築行為規制等の権限を行使する自治体（景観行政団

体）が策定する、良好な景観の形成に関する計画のこと（景観法第８条第１項）。 
景観計画では、景観計画の区域（景観計画区域）、良好な景観の形成に関する

方針、良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項その他が定められる

（景観法第８条第２項）。 
なお、杉並区では景観条例を制定するとともに、東京都の同意を得て景観行

政団体となることを目指している。 
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２.まちづくり構想・ルールの事例 

 

事例１ 

【地域の方向性】  
駅周辺の商店が集積した賑わいのある商業地域であったが、近年、１階

から最上階まで、全て住居とするマンションの建築が増えている。商店街

の連続性が途切れ、賑わいが段々なくなってきているようである。地元と

しては、商店街の活性化をめざしたい。 
【まちづくりの方策】 
 ・建築物の建築にあたっては、１階部分を店舗や事務所とする。 
 ・店や事務所の看板は、派手な色や奇抜な意匠を避け、一定の規格内で、地

域の特色にあった、落ち着いていて、洒落た意匠の看板にする。 
 ・一定以上の戸数を、ファミリータイプの住戸とする。 

 
 
事例２ 

【地域の方向性】  
かつては、屋敷林や農地が混在するみどり豊かで、戸建て住宅を中心と

した住宅地であった。近年、地権者の相続などで、ミニ開発が進み、緑が

失われるとともに、敷地が細分化され、行き止まり道路も増えつつある。

また、ワンルームマンションも増えており、町会へ加入する世帯も減りつ

つある。そこで、良好な住環境や地域コミュニティとしてのまとまりを守

り育てていく。 
【まちづくりの方策】 
 ・敷地の分割にあたっては、既存樹木を残すよう最大限の配慮をする。 
 ・敷地の分割にあたっては、行き止まり道路ができないようにする。 
 ・建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、道路境界線までの水平距離は

１ｍ以上とする。 
 ・集合住宅を建築するときは、２分の１以上の戸数をファミリー用の住戸と

し、入居者に町会への加入について、案内する。 
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事例３ 

【地域の方向性】  
・川沿いのみどりに恵まれた地域で、低層の敷地規模が比較的広い戸建て住

宅が建ち並ぶ地域である。 
・近年、建て替えなどで、共同住宅の建築が増えている。その中には、ワン

ルームマンションも目立ってきている。 
・そこで、現在の良好な住環境の保全を目指すとともに、落ち着いた住宅街

を創出していく。 
【まちづくりの方策】 

・敷地の分割にあたっては、既存樹木を残すよう最大限の配慮をするものと

し、敷地１５０㎡を最低限の面積とする。 
・川に面する側の敷地に設置する垣又はさくは、生垣又は透視可能な構造とす

る。 
・建築物の屋根、外壁及び建築物に附属する工作物は、白、茶色を基調とした

落ち着いた色彩とし、周辺環境と調和した意匠とする。 
・ワンルームマンションは、建築しない。 

  
 
事例４ 

 

【地域の方向性】  
・ＪＲの駅から、程近いところにあり、駅前の商店街を抜けると、中高層の

共同住宅が、建ち並ぶ地域であるが、付近には、昭和の面影を残す低層の

住宅も残っている。 
・近隣には、公立や民間の保育施設や教育施設も多く、子供たちも多く集ま

る文教地域でもあるので、マンションの管理なども、安全・安心面に配慮

している。 
・こうしたことから、現在の住みよい良好な雰囲気を守っていく。 

【まちづくりの方策】 
・マンションの管理について、管理組合や所有者が安全・安心面に十分配慮

した、管理計画を作成し、計画に基づいた管理を行う。 
・交通の安全を確保するため、路上駐車をさせない工夫をする。 
・建物の 2 階以上の階にテナントを入れるときは、文教施設や安全・安心面

が低下する恐れのない業種にする。 
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事例５ 

 

 

【地域の方向性】  
・国の施設の跡地に公園を整備し、併せて防災機能の向上に配慮した地区計

画を定めた地域である。 
・共同住宅が比較的多い地域であるが、施錠がしていない住戸も散見される。

また、壊れた自転車が長期間放置されているなど、まちの乱雑さが目立ち、

地域の安全・安心度の低下が心配である。 
・このため、地域の安全・安心を確保するためのまちづくりを進める。 

【まちづくりの方策】 
・共同住宅を建築するときは、建築主は、建物の規模や立地条件に応じ一定

の防犯設備を設置する。 
・土地の所有者等は、敷地内に粗大ごみが放置されないような措置を講ずる。

・共同住宅の所有者等は、空室の管理を適切に行うともに、ドア、窓等の外

部に面した部分について、破損箇所がある場合は、速やかに修理する。 
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３．区の支援も得てまとまったまちづくり構想の実例 

実例１●平成 6年 3月に、大田黒公園周辺景観をかんがえる会から区に提言されたものです。（大田黒公

園周辺地区景観まちづくりニュース№8,〈平成 6年 6 月発行〉から抜粋。個人情報は、削除しています。） 
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実例２●昭和 57 年 8月に、蚕糸跡地周辺まちづくり協議会から区に提言されたものです。（個人情報は、

削除しています。） 
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杉並区まちづくり条例に関する懇談会設置要綱 

 
平成 19 年 12 月３日 

 
（設置） 

第１条 杉並区まちづくり条例（平成 14 年 12 月条例第 46 号。以下「条例」と

いう。）附則第４項の規定に基づき、条例の施行状況の検証及び検討を行うた

め「杉並区まちづくり条例に関する懇談会」（以下「懇談会」という。）を設置

する。 
 
（所掌事項） 

第２条 懇談会の所掌事項は、次のとおりとする。 
(１) 条例の施行状況の検証及び検討を行い、その結果を区長に報告すること。 
(２) その他区長が必要と認める事項 
 
（構成） 

第３条 懇談会は、次に掲げる者のうちから区長が委嘱する委員 10 名以内をも

って構成する。 
(１) 学識経験者 ５名以内 
(２) 区民の代表 ５名以内 
 
（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から報告の日までとする。 
 
（会長及び副会長） 

第５条 懇談会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 会長は、懇談会を代表し、会務を統括する。 
３ 懇談会に副会長を置き、会長が指名する委員をもって充てる。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 
 
（会議） 

第６条 懇談会は会長が招集する。 
２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者又は区職員の出席を求

め、意見を聴くことができる。 
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（会議の公開）  
第７条 懇談会の会議は、公開とする。ただし懇談会の決定により、非公開と

することができる。 
 
（幹事） 

第８条懇談会に幹事を置く。 
２ 幹事は、区職員のうちから都市整備部長が指名する。 
３ 幹事は、懇談会の所掌事項について、委員を補佐する。 
 
（庶務） 

第９条 懇談会の庶務は、都市整備部都市計画課において処理する。 
 
（委任） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は都市

整備部長が別に定める。 
 

附 則 
この要綱は、平成 19 年 12 月 3 日から施行する。 
  附 則 

この要綱は、平成 19 年 12 月 25 日から施行する。 
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